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要  旨 

 

交通政策の変更・交通プロジェクトの実施にはさまざまな環境影響が伴い、したがってそ

の合理的な評価には外部性を考慮した社会的費用便益分析が求められている。本研究では、

環境影響等の外部性を考慮した際の社会的費用便益分析について、その方法や課題について

議論してきた。 

第１章では、環境影響などの外部性を考慮した社会的費用便益分析の基礎理論と環境影響

の経済評価について概説する。さらに、外部性を考慮した費用便益分析の課題の１つとして、

プロジェクトの実施によって生じる恐れのある国民の格差が、費用便益分析が仮説的補償原

理に基づいているがゆえに拡大する可能性があることについて考察する。 

第２章は、社会的費用便益分析を実施する際、環境や公共財など市場価格を持たない財の

価値を評価するために用いられる顕示選好アプローチについて、その代表的手法であるトラ

ベルコスト法について、その考え方の基礎を整理するとともに、その適用の可能性や限界を

考察する。 

第３章は、社会的割引率について、交通事業の費用便益分析においては伝統的・一般的に

時間を通じて一定の割引率が用いられてきたが、1990 年代中葉から時間的に逓減する割引率

の利用が提唱されるようになったことを概説する。特に、逓減的割引率を支持する Ramsey、

Weitzman、 Gollier などの理論的分析、Newell and Pizer などの実証分析を概観するとともに、

社会的に効率的な割引率は逓増することを示し、いわゆる Weitzman-Gollier パズルが生じた

ことにも触れる。 
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